
な
い
が
し 

       

日
本
国
憲
法
は
、
１
９
４
６
年
11
月
３
日
公
布
、
翌
47
年
５

月
３
日
に
施
行
さ
れ
ま
し
た
。
今
年
で
75
周
年
を
迎
え
ま
す
。
戦

争
の
放
棄
を
明
記
し
た
９
条
を
始
め
、
11
条
か
ら
基
本
的
人
権
を

保
障
し
、
国
に
対
し
て
権
力
の
行
使
の
制
限
を
か
け
て
い
ま
す
。 

 

ま
た
25
条
で
は
、「
す
べ
て
国
民
は
、
健
康
で
文
化
的
な
最
低

限
度
の
生
活
を
営
む
権
利
を
有
す
る
」
と
し
、
14
条
で
法
の
下
の

平
等
を
、
15
条
で
は
公
務
員
の
選
定
、
罷
免
の
権
利
と
公
務
員
の

性
格
（
全
体
の
奉
仕
者
）
を
規
定
し
て
い
ま
す
。 

 

現
在
、
自
由
民
主
党
は
党
是
で
あ
る
「
憲
法
改
正
」
の
動
き
を

活
発
に
し
て
き
て
い
ま
す
。 

 

現
在
主
に
主
張
し
て
い
る
の
は
、「
自
衛
隊
の
明
記
」「
緊
急
事

態
条
項
」「
参
院
選
の
合
区
解
消
」「
教
育
無
償
化
」
の
四
つ
で
す
。

こ
の
う
ち
「
参
院
選
の
合
区
解
消
」
は
、
２
０
１
０
年
に
発
表
し 

  

      

た
自
民
党
政
策
集
に
謳
わ
れ
た
「
国
会
議
員
定
数
の
大
幅
削
減
」

と
矛
盾
し
ま
す
。
「
教
育
無
償
化
」
は
、
教
育
基
本
法
の
充
実
で

事
足
り
る
話
し
で
す
。「
自
衛
隊
の
明
記
」
「
緊
急
事
態
条
項
」
は
、

現
行
憲
法
で
保
障
さ
れ
て
い
る
基
本
的
人
権
を
蔑
ろ
に
し
、

「
国
」
の
た
め
に
国
民
を
縛
る
、
ま
さ
に
大
日
本
帝
国
憲
法
時
代

へ
の
逆
戻
り
を
目
指
す
も
の
で
す
。
「
個
人
」
を
比
較
的
大
事
に

す
る
現
行
憲
法
と
、
ノ
ス
タ
ル
ジ
ッ
ク
な
「
家
族
」
制
度
を
基
本

に
す
る
自
民
党
の
そ
れ
は
、「
改
憲
」
に
よ
っ
て
も
何
も
変
わ
ら

な
い
よ
う
に
見
せ
か
け
て
い
ま
す
が
、
真
っ
赤
な
ウ
ソ
で
す
。 

 

今
、
国
会
は
改
憲
派
が
全
議
席
の
三
分
の
二
以
上
を
占
め
て
い

ま
す
。
７
月
に
行
わ
れ
る
参
議
院
選
挙
で
、
自
民
党
エ
セ
「
改

憲
」
案
を
葬
り
去
る
た
め
に
、
護
憲
の
野
党
共
闘
を
進
め
て
い
き

ま
し
ょ
う
。 

  

75 


